
女性活躍推進取組状況 

福島労働局 

１ 一般事業主行動計画策定届出企業数及び届出率 

 女性活躍推進法では、常時雇用する労働者が 301人以上の企業に対し、自社の女性の活躍に関する

状況把握、数値目標を含む行動計画の策定、行動計画の公表及び労働者への周知、行動計画を策定し

た旨の届出、女性の活躍に関する情報公表を義務付けている（300人以下の企業は努力義務）。 
 

（平成 29年 12月末日現在）   

 

２ 基準適合一般事業主認定企業 

 女性活躍推進法に基づき、行動計画の策定及び策定した旨の届出等を行った企業のうち、一定の

基準を満たし、女性の活躍推進に関する状況等が優良な企業について、厚生労働大臣（都道府県労

働局長へ委任）の認定（えるぼし認定）を行っている。 

 認定は、基準を満たす項目数に応じて 3段階ある。 

 

（１）えるぼし認定 

 平成 30年 1月末日現在、管内における認定企業は 5社である（2段階目が 2社、３段階目が 3社）。 

 

 

 

 

 

 

                             

 管内 

企業数 

行動計画策定 

届出企業数 

 

届出率 

常時雇用労働者 301人以上の企業 147社 147社 100.0% 

常時雇用労働者 300人以下の企業 －  25社 － 

合計 － 172社 － 

 認定企業数 

常時雇用労働者 301人以上の企業 4社 

常時雇用労働者 300人以下の企業 1社 

合計 5社 

（２）えるぼし認定企業一覧 
    

  企業名 段階 
認定年 
（平成） 

所在地 業種 労働者数 

1 （社福）太田福祉記念会 3段階目 28年 郡山市 医療・福祉 229人 

2 （株）東邦銀行 2段階目 28年 福島市 金融業、保険業 3,237人 

3 （株）福島銀行 2段階目 28年 福島市 金融業、保険業 750人 

4 （株）ニラク 3段階目 29年 郡山市 
生活関連サービ

ス業、娯楽業 
1,503人 

5 （社福）福島県社会福祉事業団 3段階目 30年 西郷村 医療・福祉 724人 



女性活躍推進法第 9条に基づく認定基準（えるぼし認定） 

 

１

段

階

目  

・以下の基準のうち、1つ又は 2つの基準を満たしていること 

・満たさない基準については、当該基準に関連する取組を実施し、2年以上連続してその 

実績が改善していること 

・上記の実績を厚生労働省のウェブサイトに毎年公表していること 

２

段

階

目  

・以下の基準のうち、3つ又は 4つの基準を満たしていること 

・満たさない基準については、当該基準に関連する取組を実施し、2年以上連続してその 

実績が改善していること 

・上記の実績を厚生労働省のウェブサイトに毎年公表していること 

３

段

階

目  

・以下の基準の全てを満たしていること 

・上記の実績を厚生労働省のウェブサイトに毎年公表していること 

 

 

評価項目 基準値（実績値） 

採用 

男女別の採用における競争倍率（応募者数/採用者数）が同程度（＊）であること 

＊『直近 3事業年度の平均した「採用における女性の競争倍率」』×0.8が『直近 3事業年度の平均した「採

用における男性の競争倍率」』よりも雇用管理区分ごとにそれぞれ低いこと（期間の定めのない労働契約を

締結することを目的とするものに限る） 

継続就業 

「女性労働者の平均継続勤務年数÷男性労働者の平均継続勤務年数」が雇用管理区分ごとにそれぞれ 0.7

以上であること（期間の定めのない労働契約を締結している労働者に限る） 

又は 

「10事業年度前及びその前後の事業年度に採用された女性労働者の継続雇用割合」÷「10事業年度前及び

その前後に採用された男性労働者の継続雇用割合」が雇用管理区分ごとにそれぞれ 0.8以上であること（期

間の定めのない労働契約を締結している労働者かつ新規学卒採用者等に限る） 

労働時間等

の働き方 

雇用管理区分ごとの労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時間の合計時間数の平均が、直近の事業年

度の各月ごとに全て 45時間未満であること 

「各月の対象労働者の（法定時間外労働＋法定休日労働）の総時間数の合計」÷「対象労働者数」＜45 時

間 

これにより難い場合は、 

[「各月の対象労働者の総労働時間数の合計」－「各月の法定労働時間の合計＝（40×各月の日数÷7）×

対象労働者数」]÷「対象労働者数」＜45時間 

管理職比率 

管理職に占める女性労働者の割合が別に定める産業ごとの平均値以上であること 

又は 

『直近 3 事業年度の平均した「課長級より 1 つ下位の職階にある女性労働者のうち課長級に昇進した女性

労働者の割合」』÷『直近 3事業年度の平均した「課長級より 1つ下位の職階にある男性労働者のうち課長

級に昇進した男性労働者の割合」』が 0.8以上であること 

多様なキャ

リアコース 

直近 3事業年度のうち、以下について大企業は 2項目以上（非正社員がいる場合は必ずＡを含むこと）、中

小企業は 1項目以上の実績を有すること 

Ａ 女性の非正社員から正社員への転換 

Ｂ 女性労働者のキャリアアップに資する雇用管理区分間の転換 

Ｃ 過去に在籍した女性の正社員としての再雇用 

Ｄ おおむね 30歳以上の女性の正社員としての採用 

※ 上記の他、以下の基準を全て満たす必要があります。 

  ・事業主行動計画策定指針に則して適切な一般事業主行動計画を定めたこと。 

  ・定めた一般事業主行動計画について、適切に公表及び労働者への周知をしたこと。 

  ・女性活躍推進法及び女性活躍推進法に基づく命令その他関係法令に違反する重大事実がないこと。 

 

 

 ＜お問合せ先＞ 

福島労働局雇用環境・均等室 

〒960-8021 福島市霞町 1－46    TEL024-536-4609 


